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１. 14年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)連結経営成績 　　　　　（百万円未満は切捨てて表示しております。）

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 15,338 9.0 △ 1,198 - △ 1,366 -
13年 9月中間期 14,070 △ 23.5 △ 1,531 - △ 1,644 -
14年 3月期 38,661 2,033 1,625

　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
14年 9月中間期 △ 1,887 - △ 24.95 -
13年 9月中間期 △ 2,142 - △ 28.25 -
14年 3月期 △ 629 △ 8.30 -
(注)①持分法投資損益    14年 9月中間期         △36 百万円   13年 9月中間期         △23 百万円   14年 3月期         △26 百万円
     ②期中平均株式数（連結）　14年 9月中間期    75,656,812 株　　　13年 9月中間期    75,835,300 株　　　14年 3月期    75,833,493 株
     ③会計処理の方法の変更　　 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
14年 9月中間期 41,211 13,059 31.7 179.38
13年 9月中間期 41,512 13,904 33.5 183.34
14年 3月期 54,743 15,675 28.6 206.80
(注)期末発行済株式数（連結）　14年 9月中間期    72,803,852 株　　　13年 9月中間期    75,835,863 株　　　14年 3月期    75,801,040 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円
14年 9月中間期 8,773 △ 372 △ 9,159 4,185
13年 9月中間期 9,089 △ 340 △ 11,670 7,255
14年 3月期 2 △ 1,757 △ 3,478 4,945

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  14　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　9　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）2　社  （除外）0　社   持分法（新規）1　社  （除外）　1　社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円
通　　期 40,500 1,900 400

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   5 円 29 銭 

　※上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料4（連結）ページを参照して下さい。

      中間(当期）純利益
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企 業 集 団 の 状 況 
 

当社は、セコム(株)の子会社であり、国及び地方公共団体を主要顧客とする「情報システム」、「測量・

計測」及び「建設コンサルタント」の事業領域で構成される情報技術事業を行っております。 

その業務内容は以下のとおりであります。 

① 当社の子会社であるエスリジャパン(株)が総代理店となっている米国ESRI 社製のArcInfo（ｱｰｸ･ｲﾝﾌｫ）、

ArcView（ｱｰｸ･ﾋﾞｭｰ）並びに ERDAS 社製のERDAS IMAGINE（ｱｰﾀﾞｽ･ｲﾏｼﾞﾝ）等ＧＩＳ基本ソフトの販売 。

それらを利用した道路・河川・下水道等公共施設の管理システムの開発及び民間企業向けのマーケティ

ングや物流業務支援システムの開発並びに地図データベース作成等の業務 

②航空写真測量による各種の広域地図作成、道路・下水道等の施設管理台帳整備、固定資産税に係わ

る資料作成・土地評価、ＧＰＳ測量を用いた基準点の計測、構造物の精密測量等の業務 

③ 都市計画・防災計画等の立案、道路・橋梁等の設計、環境アセスメント等の業務 

当社及び当社の関係会社（親会社及び親会社の子会社等並びに当社の連結子会社14 社、関連会社9 社

及び協力会社等（平成 14 年 9 月 30 日現在））の位置付けを事業系統図によって示しますと下記のとおりで

あります。 

 
   
 セコム(株)  
   
 セコム情報システム(株)  
 セコム損害保険(株)等 セコムグループ各社  
   

 

 

              
     
      
   (株)パスコ道路センター (株)環境情報技術センター  
    エスリジャパン(株) (株)区画整理センター  
   (株)ジーアイエス北陸 (株)ﾊﾟｽｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ  
   PASCO CERTEZA COMPUTER-MAPPING Corp.（フィリピン）  
     
   四国航測(株) (株)パスコフォトセンター   
   東北測図(株) 共立航空撮影(株) 等  
     
      
      
      
   (株)ジーアイエス北海道 (株)ジーアイエス東京  
   (株)ジェクト (株)ジェクト関西  
   (株)ジェクト中国 (株)ジェクト九州  
   (株)ジーアイエス九州   
      
      
      
   (株)ジーアイエス･北日本 (株)ジーアイエス･仙台  
 

株 

式 

会 

社   

パ   

ス   

コ 

  (株)ジーアイエス関東 (株)ジーアイエスイースト  
    (株)ジーアイエス信越 (株)ジーアイエス中部  
    (株)ジーアイエス関西  パシフイック測量調査(株)  
     生駒ｼｽﾃﾑｴｰｼﾞｪﾝｼｰ(株)   
       
       

 

顧 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

客 

      
 
 

（注）  親会社  親会社の子会社等  連結子会社  持分法適用関連会社 

 

納品等 作業委託等 

販売・保守 

受  注

納  品 

納 品 ・ 受 注

一部作業委託 

納 品 

一部作業受委託 

納 品
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経 営 方 針 

 

１．会社の経営の基本方針 

当社は昨年度(平成 14 年 3 月期)、再建計画の最終年度を終了し、当期は株主の皆様に対する復配

の開始年度と認識しております。当期スタートより、この復配を念頭に置き、新生パスコフェーズⅡ

をスローガンに「競争優位への挑戦」に邁進しております。 

「人々が社会生活をしていくための安心、快適を創造する情報サービス企業」を企業理念とし、コ

ンプライアンス(遵法体質)をベースに地理情報を基軸とした新情報サービス産業（ＧＩＳインダスト

リー）の確立とそのリーディングカンパニーに向けて以下の経営方針を実践しております。 

（ご参考：ＧＩＳ＝地理情報システム） 

受託型から市場開拓型へ変革すべく、①官公庁/公共事業関連市場における競争力強化、②民間企

業向け事業の拡大、③ＩＴ(情報通信技術)活用商品の提供、④ｅ－事業の拡大を図ると共に、これら

の基幹技術の融合により、お客様本位の経営品質構築に努め、収益規模の拡大に努めております。 

①官公庁/公共事業関連市場における競争力強化 

最先端センシング技術導入と活用により、測量・計測、自然環境分析等の分野において、競争優

位性を確保しながら、技術と営業が一体で提案型営業を実践しております。 

②民間企業向け事業の拡大 

企業向けＧＩＳソリューション商品の品揃えを充実させ、各商品の機能も強化させており、経営

ナビシリーズ、ＡＳＰ(アプリケーション サービス プロバイダ)サービス、ＧＩＳコンテンツの

販売に注力しております。 

③ＩＴ活用商品の提供 

官公庁/公共事業関連市場においては、ＷｅｂＧＩＳ(インターネットで配信する地理情報サービス)

によって行政と住民のコミュニケーションを実現する「わが街ガイド」等、民間市場向けには、

お客様のＨＰ(ホームページ)に活用するＰＲ Ｍａｐ(ピーアールマップ)、お客様が自社でご利用

されるＣｏｍｐａｎｙ Ｍａｐ(カンパニーマップ)等のインターネット配信サービスを展開しており、

それぞれお客様のニーズに最適なソリューションを提供しております。 

④ｅ－事業の拡大 

政府が提唱する電子政府、電子自治体の実現を推進すべく、庁内各部署の情報について地図をベ

ースに共有化する統合型ＧＩＳ「ＰａｓＣａｌ(パスカル)」の販売を行なっておりますが、さらに、

今後必須となる電子申請、電子納品のための新規サービス事業も積極的に取り組んでまいります。 

 

当社の企業行動の基本は「変革」と「スピード」であり、これらの経営方針を早期に達成すべく、

「選択と集中」を行動の指針として、「地理情報サービス事業の創造企業として社会から存在を期待

される企業」を目指してまいります。 

 

２．会社の利益配分に関する基本方針 

当社は株主の皆様に対する利益還元を最重点方針としており、当期の経営方針にも掲げております

とおり、復配の実現に向けて積極的に営業活動、生産活動に邁進しながら、一方で経営合理化及び財

務体質、経営基盤の強化を図っております。 

なお、業績に応じた適正な利益配分を行なう予定でおりますが、具体的な配当額は未定です。 
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３．中長期的な会社の経営戦略 

当社グループの置かれております事業環境は、国及び地方公共団体の財政悪化による公共投資の減

少で厳しいものとなっておりますが、事業基盤を新規施設整備の分野に加え、既存設備の維持管理分

野へ展開するとともにＧＩＳの利用可能な新規分野を開拓してまいります。 

具体的には整備新幹線、高速道路等の公共施設に関連する測量・計測、設計等は縮小傾向にあり、

一方で既存の社会資本設備の施設管理及び改修の需要が増加してまいります。また、防災、環境、福

祉及び医療等においてもＧＩＳの利用は不可欠と認識しておりますので、これらの新規市場も積極的

に取り込んでまいります。 

政府は２００５年までにわが国を世界最先端のＩＴ国家にするため、「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画」

を推進しており、その中でＧＩＳを重要な情報基盤ツールに位置付けております。当社は市場の動向

を的確に把握し、優位性のある技術を活用しながら、国が進める電子政府、電子自治体の実現による

新たなニーズに対して市場開拓を行ない、積極的に受注促進に努めてまいります。 

景気の低迷より民間企業の設備投資も減少傾向にありますが、当社が提供しております、ＧＩＳソ

リューション商品は対象となる業種が多岐にわたることから、今後の市場のニーズは根強いものと予

想されます。商品の機能強化と地図や航空写真画像等のコンテンツの充実を行ない、さらに競争優位

に立つための積極的なアライアンス(企業提携)を進めながら、本格的な民間市場開拓を展開し、今後

の事業の柱として収益の拡大に努めてまいります。 

 

４．会社の対処すべき課題 

国及び地方公共団体の予算規模が縮小する中、従来型の官公需(国土基盤整備分野)はさらに減少し

ていく傾向であり、事業者間の価格競争は激化しております。当社は価格競争力の強化を経営方針に

掲げており、３ラインセンサー(フルデジタル化による地図作成)、ハイパースペクトルセンサー(多

角的な画像解析による細密画像データの取得)、航空用レーザースキャナー(高精度の標高データの取

得)及びＧＰＳによる自動空中測量システム等を導入、活用し、生産工程の大幅短縮や成果品の品質

向上を行ないます。また、中国他海外での生産体制を確立させ、今後もさらにコストの削減に努めて

まいります。また、当社はこの価格競争力と優位な技術力を武器に提案型営業を促進させ、官公需の

既存分野に加え、社会資本設備の維持管理分野、さらに地域環境向上のための都市再生事業等の新規

市場へも展開してまいります。 

民間市場におきましてもお客様本位の立場で、好評の経営ナビシリーズ他の企業向けＧＩＳソリュ

ーション商品の機能強化と品質向上に努め、より利用価値の高い、３次元のデジタル地図、画像等ビ

ジュアルな製品を提供していくことに努めます。 

 

５．会社の経営管理組織の整備等 

当社はグループ各社の経営効率化、連結経営体制の強化を推し進めており、生産下請け会社として

の位置付けに加え、地元企業として各地方公共団体を主要顧客とする直接営業体制を構築中でありま

す。「変革」と「スピード」をもって早期に連結経営体制を確立してまいります。 

なお、昨年度まで当社が米国ＥＳＲＩ社製のＧＩＳ基本ソフトウェアである、ArcInfo(アークイン

フォ)、ArcView(アークビュー)及び ArcSDE(アークエスディイー)等を代理店として販売しておりまし

たが、この市場の拡大が予想される中、多種多様なニーズにタイムリーに対応するため、平成 14 年 4

月に米国ＥＳＲＩ社と合弁でエスリジャパン株式会社を設立し、今後は当社グループとして積極的に

ＥＳＲＩ商品の販売及び保守を行なってまいります。 
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６．関連当事者（親会社等）との関係に関する基本方針 

親会社であるセコム株式会社は平成 14 年 9 月 30 日現在、当社発行済株式の 69.98％を保有してお

ります。 

営業面においては、民間企業向け事業を推し進める上で、セコム株式会社及びそのグループ会社の

お客様企業等も市場として捉え、また技術面においても、それぞれ得意分野で補完すべく、相乗効果

を最大限に活かしながら、セコムグループの一員としてセコムの目指す「社会システム産業」の本格

展開の一翼を担ってまいります。 

 

経営成績及び財政状態 
 

１．経営成績 

当中間期におけるわが国経済は、株式市場の下落や不良債権処理問題で銀行等金融機関の置かれる

環境も厳しく、企業の設備投資も依然低迷したままであります。また、雇用不安を背景に個人消費も

不振が続いており、景気回復の明るさは未だ見えない状況にあります。当社グループの主要顧客であ

る、国及び地方公共団体も税収の落ち込み等で財政難が継続しており、依然として緊縮予算のため公

共投資は低調に推移しております。 

このような状況のなかで、当企業集団の置かれる事業環境は価格競争の激化もあり厳しいものであ

りましたが、官公庁/公共事業関連市場における営業活動はプロポーザル等の技術提案が受注に結び

つき、また民間市場においても一般企業向けのＧＩＳ(地理情報システム)応用商品が順調に伸びてお

り、前年同期間を上回る受注結果となりました。 

経営成績につきましては、受注高が 22,407 百万円(前年同期比 18.3％増)となり、売上高は 15,338

百万円(前年同期比 9.0%増)となりました。 

なお、当社グループの主要市場であります官公需は納品の時期が年度末に集中しますので、売上高

は上半期より下半期の比重が高く、また損益構造としましても上半期は売上規模が小さいため、固定

費等間接原価の吸収が困難であり、上半期損失、下半期利益計上と季節的な変動が大きい傾向にあり

ます。 

利益面につきましてはコストダウン及び諸経費圧縮が実行できた結果、営業利益ベースでは 1,198

百万円の営業損失ではありますが、前年同期比で 333 百万円の損失減となりました。経常損失は 1,366

百万円(前年同期は 1,644 百万円の経常損失)、中間純損失は特別損失に退職給付会計変更時差異の償

却や投資有価証券評価損の計上もあり、1,887 百万円(同中間純損失 2,142 百万円)となりました。 

 

２．財政状態 

当中間期の連結キャッシュフローの状況につきましては、税金等調整前中間純損失が 1,895 百万円

ではありますが、中間期は前期末に納品した債権の回収時期となるため、売上債権の増減額が 12,963

百万円の減少となりました。仕入債務は 3,600 百万円の支出となりますが、営業活動によるキャッシ

ュフローは 8,773 百万円の増加となりました（前年同期は 9,089 百万円増加）。投資活動によるキャ

ッシュフローは企業向けＧＩＳ商品の機能強化のためのソフトウェア資産取得等により、372 百万円

の減少となりました(前年同期は 340 百万円減少)。財務活動によるキャッシュフローは、短期、長期

借入金の増減額で7,878百万円減少し、また自己株式の取得で952百万円支出したこと等により、9,159

百万円の減少となりました(前年同期は 11,670 百万円減少)。 

以上の結果、当中間期の現金及び現金同等物の増減額は 759 百万円の減少となり、現金及び現金同

等物の当中間期末残高は 4,185 百万円となりました(前中間期末残高 7,255 百万円)。 



  － 資料(連結) 5 － 

中間連結財務諸表等 
 

（１）中間連結貸借対照表 

（単位：千円） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 
（平成 13 年 9 月 30 日現在） （平成 14 年 9 月30 日現在） （平成 14 年 3 月 31 日現在） 

期  別 
 

科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

 （ 資 産 の 部 ）    ％   ％   ％ 

Ⅰ 流 動 資 産           

 現 金 及 び 預 金   7,279,213   4,210,646   5,006,272  

 受 取 手 形 及 び 売 掛 金   10,305,665   13,818,279   26,226,802  

 有 価 証 券   30,006   －   －  

 仕 掛 品   142,622   278,963   259,669  

 そ の 他 の た な 卸 資 産   155,483   178,847   223,005  

 繰 延 税 金 資 産   683,906   655,202   650,821  

 そ の 他   986,536   1,171,912   1,105,537  

 貸 倒 引 当 金   △ 102,729   △ 104,499   △ 107,065  

 流 動 資 産 合 計   19,480,704 46.9  20,209,352 49.0  33,365,043 61.0 

Ⅱ 固 定 資 産           

 1 有 形 固 定 資 産           

 建 物 及 び 構 築 物  3,880,752   3,917,537   3,901,377   

 減 価 償 却 累 計 額  △ 738,354 3,142,398  △ 862,434 3,055,103  △ 799,147 3,102,230  

 機 械 装 置 及 び 運 搬 具  2,627,028   2,717,526   2,714,883   

 減 価 償 却 累 計 額  △ 2,306,992 320,035  △ 2,422,196 295,329  △ 2,384,436 330,447  

 器 具 及 び 備 品  1,897,457   1,829,596   1,844,736   

 減 価 償 却 累 計 額  △ 1,351,649 545,807  △ 1,405,903 423,693  △ 1,366,986 477,750  

 土 地   5,210,373   5,204,126   5,210,373  

 建 設 仮 勘 定   10,714   23,270   10,714  

 有形固定資産合計   9,229,328 22.3  9,001,524 21.8  9,131,516 16.7 

 2 無 形 固 定 資 産           

 販 売 権   3,524,819   2,996,096   3,348,578  

 ソ フ ト ウ ェ ア   313,053   761,801   547,966  

 連 結 調 整 勘 定   379,257   274,613   340,055  

 そ の 他   357,413   654,751   669,685  

 無形固定資産合計   4,574,543 11.0  4,687,262 11.4  4,906,285 8.9 

 3 投 資 そ の 他 の 資産           

 投 資 有 価 証 券   4,235,192   3,787,178   3,692,153  

 固 定 化 債 権   4,266,372   1,110,964   1,132,863  

 繰 延 税 金 資 産   2,351,713   2,142,449   2,141,211  

 そ の 他   1,810,448   1,675,246   1,724,184  

 貸 倒 引 当 金   △ 4,481,424   △ 1,403,491   △ 1,350,865  

 投資その他の資産合計   8,182,302 19.7  7,312,348 17.8  7,339,546 13.4 

 固 定 資 産 合 計   21,986,174 53.0  21,001,135 51.0  21,377,348 39.0 

Ⅲ 繰 延 資 産           

 そ の 他   46,070 0.1  1,134 0.0  1,512 0.0 

 資 産 合 計   41,512,950 100.0  41,211,623 100.0  54,743,905 100.0 

 



  － 資料(連結) 6 － 

 

（単位：千円） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 
（平成 13 年 9 月 30 日現在） （平成 14 年 9 月30 日現在） （平成 14 年 3 月 31 日現在） 

期  別 
 

科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

 （ 負 債 の 部 ）    ％   ％   ％ 

Ⅰ 流 動 負 債           

 支 払 手 形 及 び 買 掛 金   2,386,180   3,202,820   5,935,852  

 短 期 借 入 金   10,851,686   12,350,000   19,000,000  

 未 払 法 人 税 等   63,024   62,728   105,975  

 賞 与 引 当 金   611,387   606,517   560,952  

 そ の 他   3,206,851   2,574,119   2,900,421  

 流 動 負 債 合 計   17,119,130 41.2  18,796,185 45.6  28,503,201 52.1 

Ⅱ 固 定 負 債           

 長 期 借 入 金   6,300,000   5,200,000   6,350,000  

 長 期 未 払 金   2,960,848   2,186,615   2,556,721  

 退 職 給 付 引 当 金   1,032,743   1,799,351   1,423,711  

 持分法適用に伴う負債   6,946   －   5,031  

 そ の 他   69,062   61,003   59,969  

 固 定 負 債 合 計   10,369,601 25.0  9,246,971 22.4  10,395,434 19.0 

 負 債 合 計   27,488,731 66.2  28,043,156 68.0  38,898,635 71.1 

            

 （ 少 数 株 主 持 分 ）           

 少 数 株 主 持 分   120,130 0.3  109,030 0.3  169,589 0.3 

            

 （ 資 本 の 部 ）           

Ⅰ 資 本 金   8,758,481 21.1  － －  8,758,481 16.0 

Ⅱ 資 本 準 備 金   7,474,470 18.0  － －  7,474,470 13.7 

Ⅲ 連結剰余金(欠損金△)   △ 895,683 △ 2.2  － －  617,293 1.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   △ 1,347,320 △ 3.2  － －  △ 1,072,003 △ 2.0 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △ 56,952 △ 0.1  － －  △ 57,780 △ 0.1 

 小    計   13,932,995 33.6  － －  15,720,461 28.7 

Ⅵ 自 己 株 式   △ 312 △ 0.0  － －  △ 8,336 △ 0.0 

Ⅶ 子会社の所有する親会社株式   △ 28,595 △ 0.1  － －  △ 36,445 △ 0.1 

            

 （ 資 本 の 部 ）           

Ⅰ 資 本 金   － －  8,758,481 21.3  － － 

Ⅱ 資 本 剰 余 金   － －  7,471,552 18.1  － － 

Ⅲ 利 益 剰 余 金   － －  △ 1,270,566 △ 3.1  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   － －  △ 814,909 △ 2.0  － － 

Ⅴ 為替換算調整勘定   － －  △ 69,470 △ 0.2  － － 

Ⅵ 自 己 株 式   － －  △ 1,015,650 △ 2.4  － － 

 資 本 合 計   13,904,087 33.5  13,059,436 31.7  15,675,680 28.6 

 負債・少数株主持分及び資本合計   41,512,950 100.0  41,211,623 100.0  54,743,905 100.0 



  － 資料(連結) 7 － 

（２）中間連結損益計算書 

（単位：千円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 平成 13 年 4 月 1 日 自 平成 14 年 4 月 1 日 自 平成 13 年 4 月 1 日 

（ 
至 平成 13 年 9 月 30 日 

） （ 
至 平成 14 年 9 月 30 日 

） （ 
至 平成 14 年 3 月 31 日 

） 

期  別 
 
 

科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

     ％   ％   ％ 

Ⅰ 売 上 高   14,070,187 100.0  15,338,290 100.0  38,661,985 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価   11,418,490 81.2  12,062,577 78.6  28,357,485 73.3 

 売 上 総 利 益   2,651,697 18.8  3,275,712 21.4  10,304,500 26.7 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費   4,183,563 29.7  4,473,852   8,271,450 21.4 

 営 業 利 益（損△ ）   △ 1,531,866   △ 1,198,140   2,033,050 5.3 

Ⅳ 営 業 外 収 益           

 受 取 利 息  1,967   1,326   4,227   

 受 取 配 当 金  24,313   26,803   35,045   

 賃 貸 収 入  87,215   81,715   181,054   

 そ の 他  92,352 205,849 1.5 61,679 171,524 1.1 132,775 353,103 0.9 

Ⅴ 営 業 外 費 用           

 支 払 利 息  142,644   135,645   304,776   

 新 株 発 行 費 償 却  13,668   378   27,446   

 持 分 法 投 資 損 失  23,233   36,375   26,301   

 賃 貸 原 価  104,035   115,227   205,253   

 そ の 他  34,428 318,011 2.3 52,479 340,106 2.2 197,168 760,946 2.0 

 経 常 利 益（損△ ）   △ 1,644,028   △ 1,366,721   1,625,206 4.2 

Ⅵ 特 別 利 益           

 固 定 資 産 売 却 益  －   5,672   －   

 貸 倒 引 当 金 戻 入 益  14,153   －   4,630   

 前 期 損 益 修 正 益  －   －   64,759   

 そ の 他  － 14,153 0.1 3,187 8,859 0.1 － 69,390 0.2 

Ⅶ 特 別 損 失           

 固 定 資 産 売 却 除 却 損  20,105   12,067   69,504   

 投 資 有 価 証 券 売 却 損  －   2,772   －   

 投 資 有 価 証 券 評 価 損  －   200,615   820,147   

 退職給付会計変更時差異償却  262,671   262,671   536,972   

 早 期 退 職 者 退 職 金  142,702   33,185   322,963   

 前 期 損 益 修 正 損  －   －   10,073   

 そ の 他  77,952 503,431 3.6 26,094 537,407 3.5 224,095 1,983,757 5.1 

 税金等調整前中間（当期）純利益（損△）   △ 2,133,306   △ 1,895,269   △ 289,160  

 法人税、住民税及び事業税  53,434   57,335   94,925   

 法 人 税 等 調 整 額  △ 1,384 52,050  △ 5,619 51,716  242,203 337,129  

 少 数 株 主 利 益  －    （減算） 3,097  

 少 数 株 主 損 失  （加算） 42,992  （加算） 59,125    

 中間(当期)純利益(損△)   △ 2,142,364   △ 1,887,860   △ 629,387  



  － 資料(連結) 8 － 

（３）中間連結剰余金計算書 

（単位：千円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 平成 13 年 4 月 1 日 自 平成 14 年 4 月 1 日 自 平成 13 年 4 月 1 日 

（ 
至 平成 13 年 9 月 30 日 

） （ 
至 平成 14 年 9 月 30 日 

） （ 
至 平成 14 年 3 月 31 日 

） 

期  別 
 
 

科  目 金    額 金    額 金    額 

Ⅰ 連 結 剰 余 金 期 首 残 高  1,248,481    1,248,481 

Ⅱ 連 結 剰 余 金 減 少 高       

 役員賞与 1,800 1,800   1,800 1,800 

Ⅲ 中間(当期)純利益（損△）  △ 2,142,364    △ 629,387 

Ⅳ 連結剰余金中間期末(期末)残高  △ 895,683    617,293 

        

 （ 資 本 剰 余 金 の 部 ）       

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高    7,474,470   

Ⅱ 資 本 剰 余 金 減 少 高       

 自己株式処分差損 － － 2,917 2,917 － － 

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高  －  7,471,552  － 

        

 （ 利 益 剰 余 金 の 部 ）       

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高    617,293   

Ⅱ 利 益 剰 余 金 減 少 高       

 中間純損失 － － 1,887,860 1,887,860 － － 

Ⅲ 利益剰余金中間期末残高  －  △ 1,270,566  － 



  － 資料(連結) 9 － 

（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 平成 13 年 4 月 01 日 自 平成14年4月01日 自 平成 13 年 4 月 01 日 

（ 
至 平成 13 年 9 月 30 日 

） （ 
至 平成14年9月30日 

） （ 
至 平成 14 年 3 月 31 日 

） 

期 別 
 
 
科 目 金    額 金    額 金    額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
 税 金 等 調 整 前 中 間（当期）純 損 失 △ 2,133,306 △ 1,895,269 △ 289,160 
 減 価 償 却 費 257,026 622,422 715,427 
 開 発 費 一 括 償 却 額 － － 43,727 
 新 株 発 行 費 償 却 額 13,668 378 27,446 
 連 結 調 整 勘 定 償 却 額 56,337 90,374 109,874 
 持 分 法 投 資 損 失 23,233 36,375 26,301 
 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 12,068 45,565 △ 42,761 
 退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 105,615 375,640 494,872 
 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 △ 47,055 50,060 △ 27,938 
 貸 倒 損 失 － 10,230 － 
 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 26,281 △ 28,129 △ 39,273 
 支 払 利 息 142,644 135,645 304,776 
 有 形 固 定 資 産 売 却 除 却 損 益 20,105 6,395 69,504 
 有 価 証 券 売 却 損 347 － 347 
 投 資 有 価 証 券 売 却 損 － 2,772 － 
 投 資 有 価 証 券 評 価 損 － 200,615 820,147 
 為 替 換 算 差 損 益 4,129 △ 2,551 － 
 売 上 債 権 の 増 減 額 15,084,138 12,963,899 △ 1,489,456 
 た な 卸 資 産 の 増 減 額 19,948 25,083 16,585 
 仕 入 債 務 の 増 減 額 △ 3,640,308 △ 3,600,548 69,714 
 未 払 （ 未 収 ） 消 費 税 等 の 増 減 額 △ 480,895 120,284 △ 642,466 
 役 員 賞 与 △ 2,000 － △ 2,000 
 そ の 他 の 増 減 額 △ 81,316 △ 191,504 237,804 
 小    計 9,328,100 8,967,740 403,474 
 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 27,285 28,175 39,671 
 利 息 の 支 払 額 △ 136,553 △ 121,942 △ 313,026 
 法 人 税 等 の 支 払 額 △ 129,515 △ 100,583 △ 128,056 
 営業活動によるキャッシュ・フロー 9,089,316 8,773,389 2,063 
     
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ 73 △ 1,511 △ 73 
 定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 50,462 40,105 60,474 
 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 16,500 △ 100,017 △ 9,650 
 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 － 1,570 － 
 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 90,009 △ 62,707 △ 214,705 
 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 728 15,091 1,728 
 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 259,349 △ 319,668 △ 1,311,989 
 無 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 － 4,900 － 
 貸 付 に よ る 支 出 △ 41,500 △ 162,110 △ 328,220 
 貸 付 の 回 収 に よ る 収 入 13,038 198,426 13,548 
 新 規 連 結 子 会 社 取 得 に 伴 う 資 金 の 増 減 － 13,261 38,527 
 そ の 他 の 収 支 2,400 － △ 7,522 
 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 340,802 △ 372,659 △ 1,757,882 
     
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
 短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 △ 11,542,554 △ 8,000,000 △ 3,264,240 
 長 期 借 入 に よ る 収 入 － 200,000 350,000 
 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 126,265 △ 78,000 △ 556,265 
 長 期 未 払 金 の 支 払 に よ る 支 出 － △ 352,482 － 
 少 数 株 主 か ら の 払 込 に よ る 収 入 － 22,698 4,000 
 自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 － 2,259 － 
 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 100 △ 952,630 △ 8,124 
 新 株 発 行 に よ る 支 出 － － △ 2,271 
 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 に よ る 支 出 △ 1,950 △ 1,365 △ 1,950 
 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 11,670,870 △ 9,159,519 △ 3,478,851 
     
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 1,281 △ 743 3,831 
Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 △ 2,921,074 △ 759,531 △ 5,230,838 
Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 10,176,288 4,945,449 10,176,288 
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 7,255,214 4,185,917 4,945,449 

     



  － 資料(連結) 10 － 

中間連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の数 14 社 

（株）パスコ道路センター （株）環境情報技術センター 

（株）区画整理センター PASCO CERTEZA COMPUTER-MAPPING Corp. 

（株）ジーアイエス北海道 （株）ジーアイエス東京（旧 ㈱ﾊﾟｽｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ） 

（株）ジーアイエス北陸 （株）ジーアイエス九州 

（株）ジェクト （株）ジェクト関西 

（株）ジェクト中国 （株）ジェクト九州 

  

（新規設立による増加） 

エスリジャパン（株） 

（持分法適用会社からの異動よる増加） 

（株）パスコインターナショナル（旧 ㈱ｼﾞｵ･ｻｰﾍﾞｲ） 

 

２．持分法の適用に関する事項 

下記の関連会社 9 社に持分法を適用しております。 

（株）ジーアイエス・仙台 （株）ジーアイエス中部 

（株）ジーアイエス・北日本 （株）ジーアイエス関西 

（株）ジーアイエスイースト  パシフイック測量調査（株） 

（株）ジーアイエス信越  生駒システムエージェンシー（株） 

（株）ジーアイエス関東  

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社のうち､PASCO CERTEZA COMPUTER-MAPPING C orp.及び（株）パスコインターナショナル

（旧 ㈱ジオ･サーベイ）は、中間決算日が6月30日のため仮決算を行わず、その中間決算日の財務諸

表を使用しております。 

上記以外の連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日（9月30日）と一致しております。 
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４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有 価 証 券 

その他有価証券  時価のあるもの  中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの  移動平均法による原価法 

 

②た な 卸 資 産 

商 品  最終仕入原価法 

材 料  最終仕入原価法 

仕 掛 品  個別法による原価法 

貯 蔵 品  最終仕入原価法 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産  定額法（ただし、車輌運搬具は定率法） 

②無形固定資産  定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

販 売 権       5 年 

自社利用のソフトウェア 5 年（社内における利用可能期間） 

③繰 延 資 産   

新 株 発 行 費  商法の規定に基づき期間内（3 年）に毎期均等償却 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

①貸 倒 引 当 金  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につきましては個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞 与 引 当 金  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

③退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（2,065,031 千円）につきましては、4 年

による均等額を費用処理（特別損失）しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間（15.6

年）による定額法により発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間（16 年）に

よる定額法により収益処理しております。 
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（４）収益の計上基準 

請負業務につきましては工事進行基準を採用しております。 

 

（５）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（６）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約につきましては振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  為替予約 

ヘッジ対象  外貨建買掛金及び予定取引 

③ヘッジ方針 

連結財務諸表提出会社(当社)は、外貨建債務支払の短期の為替変動リスクをヘッジするために

為替予約を実施しております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の

累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。 

 

（７）その他の中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から 3 ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

追加情報 

（自己株式及び法定準備金取崩等会計） 

当中間連結会計期間から｢自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準｣（企業会計基準第

1 号）を適用しております。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

なお、中間連結財務諸表等規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表

の資本の部及び中間連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表等規則により作成し

ております。 

（退職給付制度間の移行） 

連結財務諸表提出会社（当社）は、当中間連結会計期間に確定給付型の退職給付制度間の移行を

実施し「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第 1 号）を適用して

おります。本移行に伴い 806,246 千円の過去勤務債務（退職給付債務の減額）が発生し、平均残存

勤務期間（16 年）で収益処理しております。 
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注 記 事 項 
 
（中間連結貸借対照表関係） 

（単位：千円） 
期 別 

項 目 
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 

    
１．担保資産及び担保付債務    

1）担保に供している資産    
建     物 448,395 444,300 448,395 
土     地 795,430 795,430 795,430 
投 資 有 価 証 券 695,168 564,418 528,620 

合  計 1,938,994 1,804,149 1,772,445 
2）上記に対応する債務    

短 期 借 入 金 5,500,000 4,000,000 9,300,000 
長 期 借 入 金 2,500,000 2,700,000 2,500,000 

    
２．保証債務    

個人住宅ローン等 1,152,512 1,019,459 1,115,399 
(株)ジーアイエス関東 400,000 400,000 400,000 
(株)ジーアイエス･北日本 50,000 30,000 50,000 
(株)パスコインターナショナル 

(旧 ㈱ジオ･サーベイ) 
78,000 － 78,000 

合  計 1,680,512 1,449,459 1,643,399 
    
３．連結会計期間末日満期手形の会計

処理 
中間連結会計期間末日
満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日
をもって決済処理して
おります。なお、当中
間連結会計期間の末日
は金融機関の休日であ
ったため、中間連結会
計期間末残高に含まれ
る中間連結会計期間末
日満期手形は下記のと
おりであります。 
受取手形    1,595 

――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

――――― 

    
 
（中間損益計算書関係） 
 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

（単位：千円） 
期 別 

項 目 
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 

    
従 業 員 給 料 及 び 賞 与 1,708,504 1,489,732 3,329,040 
賞 与 引 当 金 繰 入 額 254,907 242,974 230,856 
退 職 給 付 費 用 147,529 118,174 392,025 
家 賃 地 代 230,948 240,640 463,332 
旅 費 交 通 費 274,518 275,972 532,436 
減 価 償 却 費 57,668 412,519 119,370 
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 56,337 90,374 109,874 
    

 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)に記載されている科目の金額との関係 

（単位：千円） 
期 別 

項 目 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

          
現 金 及 び 預 金 勘 定  7,279,213   4,210,646   5,006,272  
有 価 証 券 勘 定  30,006   －   －  
預入期間が 3 ヶ月を越える定期預金   △ 54,005   △ 24,729   △ 60,822  
現 金 及 び 現 金 同 等 物  7,255,214   4,185,917   4,945,449  
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（リース取引関係） 

 前中間連結会計期間   当中間連結会計期間   前連結会計年度  
   
１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額   （単位：千円） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額   （単位：千円） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額          （単位：千円） 

 
取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 
取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 
取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相 当 額 

機械装置及
び 運 搬 具 

176,829 60,024 116,804 
機械装置及
び 運 搬 具 

130,664 42,704 87,959 
機械装置及
び 運 搬 具 

143,104 41,871 101,233 

器 具 及 び
備 品 

2,917,680 1,181,799 1,735,880 
器 具 及 び
備 品 

2,761,109 1,341,023 1,420,086 
器 具 及 び
備 品 

2,936,991 1,353,398 1,583,592 

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ  96,226  58,205 38,021 ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 69,648 42,213 27,435 ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 79,193 43,689 35,504 

計 3,190,736 1,300,029 1,890,706 計 2,961,422 1,425,941 1,535,481 計 3,159,288 1,438,958 1,720,329 

   
(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 693,627 千円   １ 年 内 645,546 千円   １ 年 内 670,234 千円  

 １ 年 超 1,227,618    １ 年 超 922,335    １ 年 超 1,082,570   

 計 1,921,246    計 1,567,881    計 1,752,805   

   
(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

 支払リース料 405,569 千円   支払リース料 392,932 千円   支払リース料 803,318 千円  

 減価償却費相当額 381,922    減価償却費相当額 372,058    減価償却費相当額 757,539   

 支払利息相当額 27,051    支払利息相当額 21,313    支払利息相当額 50,777   

   
(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に
よっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

   

(5) 利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法によ

っております。 

(5) 利息相当額の算定方法 
同  左 

(5) 利息相当額の算定方法 
同  左 

   
２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 １ 年 内 142,898 千円   １ 年 内 128,286 千円   １ 年 内 131,621 千円  

 １ 年 超 120,082    １ 年 超 102,456    １ 年 超 94,474   

 計 262,980    計 230,742    計 226,095   
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有 価 証 券 

 

前中間連結会計期間（平成 13 年 9 月 30 日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの                     （単位：千円） 

種  類 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差  額 
株  式 5,362,701 4,015,381 △ 1,347,320 

 

２．時価評価されていない有価証券の内容        （単位：千円） 

種  類 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  
非上場株式（店頭売買有価証券を除く） 142,783 

そ の 他 30,006 

 

当中間連結会計期間（平成 14 年 9 月 30 日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの                     （単位：千円） 

種  類 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差  額 

株  式 4,360,838 3,545,928 △ 814,909 

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式 200,615 千円減損処理を行っております。  

なお、減損処理にあたっては、当中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落し回

復可能性を立証できない場合には全て減損処理を行い、30％～50％の下落が一年以上継続している場合には、

当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。 

 

２．時価評価されていない有価証券の内容         （単位：千円） 

種  類 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  
非上場株式（店頭売買有価証券を除く） 193,246 

 

前連結会計年度（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの                     （単位：千円） 

種  類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差  額 

株  式 4,544,024 3,472,022 △ 1,072,003 

 

２．時価評価されていない有価証券の内容        （単位：千円） 

種  類 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買有価証券を除く） 143,416 

 

 



  － 資料(連結) 16 － 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 

当社グループは、為替予約取引を行っておりますが、すべてヘッジ会計を適用しているため記載を省

略しております。 

 

セ グ メ ン ト 情 報 

 

１．事業の種類別セグメント情報 

当社グループ（当社及び連結子会社）の行う情報技術事業は、単一事業のため記載を省略しており

ます。 
 
２．所在地別セグメント情報 

連結売上高の合計及び資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が 90％を超えており、将来的に

も重要性の基準を満たす可能性が低いため記載を省略しております。 
 
３．海外売上高 

海外売上高は連結売上高の 10％未満であり、将来的にも重要性の基準を満たす可能性が低いため記

載を省略しております。 

 

 



  － 資料(連結) 17 － 

生産、受注及び販売の状況 
 

各事業領域の受注区分、売上区分を示すと下記のとおりであります。 

 

前中間連結会計期間（平成 13 年 4 月 1 日～平成 13 年 9 月 30 日）         （単位：千円） 

区  分 
前連結会計年度末 
受 注 残 高 

受 注 高 売 上 高 受 注 残 高 

情 報 シ ス テ ム 3,450,970 5,451,781 4,292,696 4,610,055 

測 量 ・ 計 測 2,401,258 10,601,307 6,197,188 6,805,377 
建設コンサルタント 3,530,884 2,892,232 3,580,302 2,842,815 

合  計 9,383,114 18,945,322 14,070,187 14,258,248 

 

当中間連結会計期間（平成 14 年 4 月 1 日～平成 14 年 9 月 30 日）         （単位：千円） 

区  分 
前連結会計年度末 
受 注 残 高 

受 注 高 売 上 高 受 注 残 高 

情 報 シ ス テ ム 3,468,918 6,399,576 5,085,344 4,783,149 
測 量 ・ 計 測 2,535,525 11,592,565 7,373,631 6,754,459 

建設コンサルタント 2,397,655 4,415,226 2,879,314 3,933,567 

合  計 8,402,098 22,407,368 15,338,290 15,471,177 

（注）㈱ﾊﾟｽｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(旧㈱ｼﾞｵ･ｻｰﾍﾞｲ)の持分法適用会社から連結子会社への異動に伴い前連結会計年度末の

受注残高を修正（「測量・計測」に 249,273千円加算）して記載しております。 

 

 

前連結会計年度（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日）           （単位：千円） 

区  分 
前連結会計年度末 
受 注 残 高 

受 注 高 売 上 高 受 注 残 高 

情 報 シ ス テ ム 3,450,970 12,337,802 12,319,854 3,468,918 

測 量 ・ 計 測 2,401,258 18,295,610 18,410,616 2,286,252 
建設コンサルタント 3,530,884 6,798,285 7,931,514 2,397,655 

合  計 9,383,114 37,431,697 38,661,985 8,152,825 
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上   場   会   社   名       株式会社パスコ 上場取引所 東

コード番号       9232 本社所在都道府県

（URL　ｈｔｔｐ：//www．pasco．co．jp） 東京都
　　　　　　  代表者役職名 代表取締役社長
　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　大嶽貞夫
問合せ先  責任者役職名 事業管理部　部長
　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　西本利幸 TEL (03) 5722 - 7604
中間決算取締役会開催日　　平成 14年 11月 6日 中間配当制度の有無　　無
中間配当支払開始日　　      平成 - 年 - 月 - 日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績 　　　　（百万円未満は切捨てて表示しております。）

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 13,718 4.4 △ 882 - △ 1,010 -
13年 9月中間期 13,144 △ 27.1 △ 1,017 - △ 1,104 -
14年 3月期 35,753 2,230 1,865

　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
14年 9月中間期 △ 1,638 - △ 21.64
13年 9月中間期 △ 1,389 - △ 18.32
14年 3月期 27 0.36
(注)①期中平均株式数    14年 9月中間期    75,706,934 株   13年 9月中間期    75,851,334 株   14年 3月期    75,847,758 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり

中間配当金
１株当たり

年間配当金 （注）14年 9月中間期中間配当金内訳
円　銭 円　銭    記念配当          －円     －銭

14年 9月中間期 － －    特別配当          －円     －銭

13年 9月中間期 － －
14年 3月期 － －

(3)財政状態
株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 41,723 14,133 33.9 194.00
13年 9月中間期 40,725 14,797 36.3 195.08
14年 3月期 55,048 16,467 29.9 217.20
(注)①期末発行済株式数　14年 9月中間期     　72,853,977 株　13年 9月中間期     　75,851,334 株　14年 3月期     　75,820,980 株

 　 ②期末自己株式数　　14年 9月中間期      　2,997,357 株　13年 9月中間期 　             - 株　14年 3月期         　30,354 株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　   １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 37,500 2,000 500 - -
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   6 円 60 銭 

　※上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料4（連結）ページを参照して下さい。

     中間(当期）純利益

　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

       　総  資  産        株  主  資　本



  － 資料(個別) 1 － 

個 別 中 間 財 務 諸 表 等 
（１）中間貸借対照表 

（単位：千円） 

前年中間期 当中間期 前  期 
（平成13年9月30日現在） （平成14年9月30日現在） （平成14年3月31日現在） 

期  別 
 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

 （ 資 産 の 部 ）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産        

 現 金 及 び 預 金  6,545,315  3,584,889  4,185,297  

 受 取 手 形  6,741  18,568  14,682  

 売 掛 金  9,426,630  12,503,284  24,550,979  

 た な 卸 資 産  294,042  217,104  372,158  

 短 期 貸 付 金  840,000  2,374,640  2,781,430  

 繰 延 税 金 資 産  609,000  601,439  601,439  

 そ の 他  948,668  1,124,679  957,405  

 貸 倒 引 当 金  △ 103,837  △ 132,498  △ 72,446  

 流 動 資 産 合 計  18,566,562 45.6 20,292,106 48.6 33,390,946 60.6 

Ⅱ 固 定 資 産        

 1 有 形 固 定 資 産        

 建 物  3,039,321  2,951,370  2,996,602  

 土 地  5,148,502  5,142,255  5,148,502  

 そ の 他  736,148  615,034  674,233  

 計  8,923,972 21.9 8,708,660 20.9 8,819,339 16.0 

 2 無 形 固 定 資 産        

 営 業 権  －  175,000  200,000  

 販 売 権  3,524,819  2,996,096  3,348,578  

 そ の 他  623,870  1,363,992  1,168,404  

 計  4,148,689 10.2 4,535,088 10.9 4,716,982 8.6 

 3 投 資 そ の 他 の 資 産        

 投 資 有 価 証 券  4,700,284  4,338,264  4,150,618  

 長 期 貸 付 金  480,000  365,000  360,000  

 固 定 化 債 権  4,266,372  1,110,964  1,132,863  

 繰 延 税 金 資 産  2,215,412  2,065,699  2,065,699  

 そ の 他  1,803,529  1,620,804  1,672,572  

 貸 倒 引 当 金  △ 4,392,824  △ 1,313,491  △ 1,260,865  

 計  9,072,774 22.3 8,187,242 19.6 8,120,888 14.8 

 固 定 資 産 合 計  22,145,436 54.4 21,430,991 51.4 21,657,210 39.4 

Ⅲ 繰 延 資 産  13,343 0.0 － － － － 

 資 産 合 計  40,725,342 100.0 41,723,097 100.0 55,048,157 100.0 

 



  － 資料(個別) 2 － 

 
（単位：千円） 

前年中間期 当中間期 前  期 
（平成13年9月30日現在） （平成14年9月30日現在） （平成14年3月31日現在） 

期  別 
 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

 （ 負 債 の 部 ）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債        

 買 掛 金  2,436,170  3,193,907  6,186,821  

 短 期 借 入 金  10,350,000  12,350,000  19,000,000  

 未 払 法 人 税 等  49,211  45,372  84,075  

 前 受 金  627,232  756,984  430,128  

 賞 与 引 当 金  476,892  478,161  461,088  

 そ の 他  1,952,331  1,544,801  2,050,275  

 流 動 負 債 合 計  15,891,837 39.0 18,369,227 44.0 28,212,388 51.3 

Ⅱ 固 定 負 債        

 長 期 借 入 金  6,000,000  5,200,000  6,350,000  

 長 期 未 払 金  2,960,848  2,186,615  2,556,721  

 退 職 給 付 引 当 金  1,006,381  1,772,461  1,401,127  

 そ の 他  69,062  61,003  59,969  

 固 定 負 債 合 計  10,036,292 24.7 9,220,080 22.1 10,367,819 18.8 

 負 債 合 計  25,928,130 63.7 27,589,308 66.1 38,580,208 70.1 

         

 （ 資 本 の 部 ）        

Ⅰ 資 本 金  8,758,481 21.5 － － 8,758,481 15.9 

Ⅱ 資 本 準 備 金  7,474,470 18.4 － － 7,474,470 13.6 

Ⅲ その他の剰余金（欠損金△）        

 中間（当期）未処分利益（損△）  △ 102,150 △ 0.3 － － 1,315,336 2.3 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △ 1,333,276 △ 3.3 － － △  1,072,003 △ 1.9 

Ⅴ 自 己 株 式  △ 312 △ 0.0 － － △  8,336 △ 0.0 

         

 （ 資 本 の 部 ）        

Ⅰ 資 本 金  － － 8,758,481 21.0 － － 

Ⅱ 資 本 剰 余 金  － － 7,474,470 17.9 － － 

Ⅲ 利 益 剰 余 金        

 中 間 未 処 理 損 失  － － △ 323,285 △ 0.8 － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  － － △ 814,909 △ 1.9 － － 

Ⅴ 自 己 株 式  － － △ 960,966 △ 2.3 － － 

 資 本 合 計  14,797,212 36.3 14,133,789 33.9 16,467,949 29.9 

 負 債 ・ 資 本 合 計  40,725,342 100.0 41,723,097 100.0 55,048,157 100.0 

 



  － 資料(個別) 3 － 

（２）中間損益計算書 
（単位：千円） 

前年中間期 当中間期 前  期 
自 平成13年4月 1 日 自 平成14年4月 1 日 自 平成13年4月 1 日 

（ 
至 平成13年9月30日 

）（ 
至 平成14年9月30日 

）（ 
至 平成14年3月31日 

）

期  別 
 
 

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

    ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高  13,144,725 100.0 13,718,046 100.0 35,753,836 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価  10,733,740 81.7 10,900,230 79.5 26,586,236 74.4 

 売 上 総 利 益  2,410,984 18.3 2,817,815 20.5 9,167,599 25.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  3,428,299 26.1 3,699,994 27.0 6,936,893 19.4 

 営 業 利 益（損△）  △ 1,017,314  △ 882,179  2,230,706 6.2 

Ⅳ 営 業 外 収 益        

 受 取 利 息 ・ 配 当 金  30,938  37,990  50,336  

 そ の 他 の 営 業 外 収 益  149,657  125,586  287,950  

 営 業 外 収 益 計  180,595 1.4 163,576 1.2 338,287 0.9 

Ⅴ 営 業 外 費 用        

 支 払 利 息  128,896  133,329  289,774  

 そ の 他 の 営 業 外 費 用  138,403  158,980  413,463  

 営 業 外 費 用 計  267,300 2.0 292,309 2.1 703,237 1.9 

 経 常 利 益（損△）  △ 1,104,018  △ 1,010,912  1,865,755 5.2 

Ⅵ 特 別 利 益  262,815 2.0 5,672 0.0 362,501 1.0 

Ⅶ 特 別 損 失  509,579 3.9 593,587 4.3 1,969,415 5.5 

 税引前中間（当期）純利益（損△）  △ 1,350,782  △ 1,598,827  258,842 0.7 

 法人税、住民税及び事業税  39,136 0.3 39,795 0.3 74,000 0.2 

 法 人 税 等 調 整 額  －  －  157,274 0.4 

 中間（当期）純利益（損△）  △ 1,389,918  △ 1,638,622  27,568 0.1 

 前 期 繰 越 利 益  1,287,768  1,315,336  1,287,768  

 中間（当期）未処分利益（損△）  △ 102,150  △ 323,285  1,315,336  

 
 



  － 資料(個別) 4 － 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
１． 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式     移動平均法による原価法 
その他有価証券  時価のあるもの  中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの  移動平均法による原価法 

２． たな卸資産の評価基準および評価方法 
商     品    最終仕入原価法 
材     料    最終仕入原価法 
仕  掛  品    個別法による原価法 
貯  蔵  品    最終仕入原価法 

３．固定資産の減価償却方法 
有形固定資産    定額法（ただし、車輌運搬具は定率法） 
無形固定資産    定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
営 業 権      ５年 
販 売 権      ５年 
自社利用のソフトウェア ５年（社内における利用可能期間） 

４．引当金の計上基準 
貸 倒 引 当 金    債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につきましては個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。 

 
賞 与 引 当 金    従業員の賞与支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 
 
退職給付引当金    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認めら
れる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異（2,173,598 千円）につきましては、4 年によ
る按分額を費用処理（特別損失）しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間（15.6 年）
による定額法により発生の翌期から費用処理しております。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間（16 年）による
定額法により収益処理しております。 

５．収益の計上基準 
請負業務につきましては工事進行基準を採用しております。 

６．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
７．ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約につきましては振当処理の要件を満たして

いる場合は振当処理を採用しております。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  為替予約 
ヘッジ対象  外貨建買掛金及び予定取引 

③ヘッジ方針 
当社は、外貨建債務支払の短期の為替変動リスクをヘッジするために為替予約を実施しております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。 
９．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
   消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 
 



  － 資料(個別) 5 － 

追加情報 
（自己株式及び法定準備金取崩等会計） 

当中間会計期間から、｢自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準｣(企業会計基準第 1 号)
を適用しております。これによる当中間期の損益に与える影響はありません。 
なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部については、

改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 
 

（退職給付制度間の移行） 
当社は、当中間期に確定給付型の退職給付制度間の移行を実施し「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準適用指針第1 号）を適用しております。本移行に伴い806,246 千円の過
去勤務債務（退職給付債務の減額）が発生し、平均残存勤務期間（16 年）で収益処理しております。 



  － 資料(個別) 6 － 

注 記 事 項 
（中間貸借対照表関係） 

（単位：千円） 

期 別 
項 目 

前年中間期 当中間期 前 期 

１． 有形固定資産の減価償却 

累計額 
3,526,720 3,724,462 3,612,315 

２． 担保提供資産    

  1）担保に供している資産    

建     物 448,395 444,300 448,395 

土     地 795,430 795,430 795,430 

投 資 有 価 証 券 695,168 564,418 528,620 

合  計 1,938,994 1,804,149 1,772,445 

  2）上記に対応する債務    

短 期 借 入 金 5,500,000 4,000,000 9,300,000 

長 期 借 入 金 2,500,000 2,700,000 2,500,000 

３． 保証債務    

個 人 住 宅 ロ ー ン 等 1,152,512 1,019,459 1,115,399 

(株)ジーアイエス関東 400,000 400,000 400,000 

(株)ジーアイエス・北日本 50,000 30,000 50,000 

(株)ジェクト 370,000 － － 

(株)ジーアイエス東京 
（旧 ㈱ﾊﾟｽｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ） 

345,000 － － 

(株)パスコインターナショナル 
（旧 ｼﾞｵ･ｻｰﾍﾞｲ） 

78,000 － 78,000 

合  計 2,395,512 1,449,459 1,643,399 

４． 期末日満期手形の会計処理 中間期末日満期手形の会

計処理については、手形

交換日をもって決済処理

しております。なお、当

中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったた

め、当中間期末残高に含

まれている中間期末日満

期手形は下記のとおりで

あります。 

 受取手形 1,595 

――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

――――― 

 

 



  － 資料(個別) 7 － 

（中間損益計算書関係） 
（単位：千円） 

期 別 
項 目 

前年中間期 当中間期 前 期 

１．特別利益の主なもの    

1） 固 定 資 産 売 却 益 － 5,672 － 

2） 営 業 権 売 却 益 250,000 － 250,000 

２．特別損失の主なもの    

1） 固定資産売却除却損 17,224 7,905 65,394 

2） 退職給付会計変更時差異償却 271,699 271,699 543,399 

3） 投資有価証券評価損 － 200,615 803,618 

4） 早 期 退 職 者 退 職 金 142,702 － 322,963 

３．減価償却実施額    

有 形 固 定 資 産 157,127 144,520 313,083 

無 形 固 定 資 産 64,773 466,503 380,314 



  － 資料(個別) 8 － 

（リース取引関係） 
（単位：千円） 

 前年中間期   当中間期   前 期  
   
１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額  
                       （単位：千円） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額  
                       （単位：千円） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 
                       （単位：千円） 

 
取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 
取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 
取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相 当 額 

有形固定資 
産「その他」 2,941,329 1,145,532 1,795,797 

有形固定資 
産「その他」 2,736,065 1,322,346 1,413,719 

有形固定資 
産「その他」 2,955,128 1,346,917 1,608,211 

無形固定資 
産「その他」  80,146  47,714 32,432 

無形固定資 
産「その他」 51,758 32,763 18,995 

無形固定資 
産「その他」 55,416 30,627 24,788 

計 3,021,476 1,193,246 1,828,230 計 2,787,824 1,355,109 1,432,715 計 3,010,545 1,377,545 1,632,999 

   
(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 
 １ 年 内 667,315 千円   １ 年 内 611,293 千円   １ 年 内 640,656 千円  

 １ 年 超 1,190,137    １ 年 超 852,607    １ 年 超 1,023,718   

 計 1,857,452    計 1,463,901    計 1,664,375   
   
(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料 387,942 千円   支払リース料 374,429 千円   支払リース料 765,981 千円  

 減価償却費相当額 365,340    減価償却費相当額 354,441    減価償却費相当額 722,283   

 支払利息相当額 26,321    支払利息相当額 20,326    支払利息相当額 49,227   
   
(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

   
(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によって
おります。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同  左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同  左 

   
２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 １ 年 内 125,286 千円   １ 年 内 101,310 千円   １ 年 内 109,655 千円  

 １ 年 超 100,889    １ 年 超 67,003    １ 年 超 70,431   

 計 226,175    計 168,313    計 180,086   
   

 
（有価証券関係） 

前年中間期、当中間期及び前期のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。 


